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本研究は，大型車の走行により高速道路および一般道路に損傷が生じ，維持修繕費用が発生するという一般
的な環境における効率的な交通流配分と料金設定の問題に着目しモデル化を試みた．本モデルを用いて，維持
修繕費用を考慮した効率的な交通流配分による社会的総余剰や高速道路事業者の収益等の改善度について分析
し，道路の維持管理に関する施策について検討する．
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1. はじめに

かつてワトキンスレポートにおいて「日本の道路は

信じがたい程に悪い．工業国にして, これ程完全にその

道路網を無視してきた国は，日本の他にない．」1)と称

された道路事情であった日本においても，都市高速道

路や高速自動車国道等の整備が相当程度進み，近年は

道路の新設よりも維持管理や大規模更新に注目が集ま

り始め，道路整備は建設から維持管理の時代に移行し

始めた．

一方，現在の高速道路料金は債務返済を第一に考え

設定されたものであり，道路の維持管理費用を積極的

に考慮したものとなっていないのが現状である．また，

経済状況や財政状況を鑑みても，大規模に蓄積された

社会資本ストックである道路を今後誰がどのように維

持管理していくのか，その根拠を明示した上での意志

決定が必要とされている．

高速道路の劣化は自然劣化と車両による劣化に大別

されるが，特に大型車による劣化が主たる要因と考え

られており，高速道路料金が無料であったドイツでは

1995年 1月より大型車のみ高速道路を有料とした経緯

がある2)．しかしながら，近年は地球環境問題の表出と

ともに自然劣化の影響の大きさについてクローズアッ

プされてきている．例えば青木他（2010）3)は，大型車

の交通量が多いほど，また道路建設後の経過年が大き

いほど，わだち掘れ量が大きくなる傾向にあることを

理論的に示した．

大型車が道路の劣化に大きな影響を与えているがゆ

えに大型車に維持管理費用をより多く負担させること

も考えられるが，大型車の料金弾性値は一般的に乗用

車のそれよりも大きいことから4)実施は容易ではない．

高速道路における大型車の料金負担を増やした場合，大

型車は高速道路の利用を減らし一般道を利用すること

となる．そうなれば，一般道は高速道路よりも舗装が

頑丈ではないため，増加した大型車により一般道の劣

化は非常に大きくなり，また，高速道路の維持管理費

用における固定部分の乗用車負担割合が増加するため，

当初の目論見と逆の結果に到達する怖れがある．した

がって，大型車の維持管理費用の負担分を高速道路料

金に単純に上乗せすることは得策ではない．

本論文では，これまでの混雑料金に関する議論で無

視されてきた維持管理費用を明示的に考慮した高速道

路の最適料金に関する理論分析を試みるとともに，最

適維持補修料金モデルの数値計算を通じて，道路の維

持管理時代における高速道路の料金政策の効率的評価

を試みた．以下，2.では既存研究および本研究の基本

的な考え方を整理した．3.では維持管理費用を明示的

に考慮した最適維持補修料金モデルの理論的構築を行

い，4.では最適維持補修料金モデルの推計方法を整理
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した．

2. 本研究の基本的な考え方

(1) 既存研究の整理

a) 維持管理費用を考慮した料金体系に関する既存研究

道路の維持管理費用に関する研究は，高速道路の整

備が一早く進んだ米国において顕著である．Small et

al.（1989）5)は，米国連邦高速道路局 (FHWA)の維持

管理の支出割合が 25.4％ (1975)から 28.9％ (1985)に

増加したと指摘した．Mohring and Harwitz（1962）6)

は，ある条件下（道路の容量最適，メンテナンスコス

トの固定部分が道路のその他の固定コストに含まれる

等）では，混雑料金収入が長期的に道路コストをカバー

することを示した．Mohring（1976）7)は，幹線道路は

乗用車のみのために建設されていれば，その舗装は重

量トラックにも供給される場合ほどに厚くする必要は

ない，と指摘し，また，規模の経済性を示す費用の固

定部分の負担方法について，土地価格等の要因も含め

検討を試みた．Newbery（1987）8)は道路ダメージの外

部性，すなわち混雑や気候と道路課金およびメンテナ

ンスコストの関係についてモデルの構築および数値シ

ミュレーションを行い，道路ダメージの外部性はゼロ

ではないことを指摘し，通常の道路課金ではメンテナ

ンスコストを賄うことはできないことを示した．

また，米国全州道路交通運輸行政官協会（AASHTO）

の道路試験（1962）は，個々の車両が道路舗装へ与え

るダメージは等価単軸荷重（ESAL:Equivalent Single

Axle Load）の約 4乗に比例している（4乗ルール）こ

とを導き出した8)．そのため，日本および世界の多くの

国々でこの 4乗ルールが用いられることとなった．こ

の 4乗ルールは Peng 他（2004）9)においても採用され

ている．

道路の維持管理費用は一般的には利用者が認識しな

いコストであるため，外部不経済としてして扱われる．

この維持管理費用の外部性を軽減する効率的料金設定

を分析した研究は，数が少ないもののいくつか存在し

ている．Newbery8),10)，Small and Winston11)，Small

et al.5)は１リンクの道路を考え，この道路の維持管理

費用の外部性を内部化するための効率的な限界費用料金

を導いている．２リンクの平行道路が存在し，片方のリ

ンクのみ課金可能な Second Bestの料金設定はVerhoef

et al.12)によって初めて詳細な分析がなされた．

Peng 他（2004）9)は，メンテナンスに要する車種別

費用を車種別料金に反映することによって，社会的厚生

およびメンテナンスコストカバー率（料金収入/メンテ

ナンスコスト）が向上することを示した．ただし，Peng

他の研究では小型車と大型車が同一の道路を通行する

にも関わらず，各車種の需要関数が独立という現実的

には考えにくい仮定を置いており，またメンテナンス

コストの固定部分の車種別の公平な負担方法について

の検討は行っていない．なお，Peng 他はメンテナンス

コストの定義を Tellis and Khistyに倣い，以下の４項

目で構成されるとした9)．

• Capital Outlays（資本的支出）：機器等固定資産の

補修　等

• Maintenance：補修，修繕　等

• Highway Service：清掃，光熱水費　等

• Administration：料金収受，交通管理　等

なお，日本においては建設コストの一部と管理コスト

が維持管理費用に該当する13)．具体的には以下の４項

目から構成される．

• 修繕工事：道路の修繕に必要な工事で，新たに資
産形成をする工事（機構の債務引受，建設コスト

の一部であり資本的支出に相当）

• 維持修繕費：高速道路の保守に係る費用で，主に
清掃作業，点検，雪氷作業等の維持作業と舗装補

修，橋梁補修などの修繕作業に係る費用（修繕作

業は，新たな資産形成に係らない部分）

• 管理業務費：高速道路の管理に係る費用で，主に
料金収受業務，交通管理業務等に係る費用

• 一般管理費等：高速道路の運営全般に関する費用
で，人件費や経費等に係る費用（ＥＴＣマイレー

ジ割引費用を含む）

管理コストである維持修繕費，管理業務費，一般管理

費等は毎年比較的一定額が計上されているが，修繕工

事については実施された年と実施されていない年によっ

て金額に大きな変動が生じる．そのため，維持管理費

用の設定にあたっては，ある一定期間の平均値を用い

ることが望ましいと考えられる．なお，修繕工事の内

容は幅広く，橋梁修繕から機械施設修繕，渋滞対策ま

で及んでいる．具体的には，橋梁修繕，トンネル修繕，

のり面修繕，土工修繕，舗装修繕，交通安全施設修繕，

交通管理施設修繕，渋滞対策，休憩施設修繕，雪氷対

策施設修繕，震災対策，環境対策，トンネル防災，のり

面防災，雪害対策，のり面付属物設置，橋梁付属物設

置，トンネル施設修繕，電気施設修繕，通信施設修繕，

建築施設修繕，機械施設修繕の 22項目である．

松原・小林（2012）14)は，Peng 他（2004）9)の研究

を発展させる形で，高速道路の維持補修費用の固定費

用の負担方法を考慮した社会的に最適な料金制度につ

いて複数のルールを設定し，１リンク２車種の場合に

ついて数値シミュレーションを行った．具体的には，高

速道路事業者の負担ゼロ料金（Second Best料金），EU

型環境負荷重課料金および維持補修費用平均分配料金

の３種類の料金制度を設定した．その結果，各費用負担
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ルール間の社会的厚生はそれほど大きく変わらず，ま

た，費用負担方法も比較的公平となることがわかった．

瀬木・田上・小林（2012）15)は，平行する２本の高速

道路に関するモデル化（両リンクに料金を課する First

Best）を行い，維持管理費用を考慮した料金体系のあ

り方について検討した．高速道路料金は維持管理費用

を考慮した方が社会的総余剰を改善し，社会全体の効

率化に寄与することを指摘した．

b) 舗装の維持管理費用に関する既存研究

舗装の維持管理費用および限界維持管理費用の推計

方法には２つのアプローチが存在する．１つ目のアプ

ローチは舗装の維持管理費用と交通量に関するクロス

セクションのデータを用いて，維持管理費用の費用関

数を直接推計する計量経済学的アプローチである．も

う１つのアプローチは舗装の劣化過程を交通量を含む

形式でモデル化し，このモデルの推定結果と舗装の維

持管理戦略を基にして，費用関数を計算する工学的ア

プローチである．

計量経済学的アプローチは，舗装の維持管理費用と

交通量に関するクロスセクションデータさえあれば

推定できる簡便な手法であるが研究事例は多くない．

Link16),17)やHaraldson18)がOLS等を用いて研究して

いる．ただし，計量経済学的アプローチには２つの問

題点がある．１つ目は舗装技術や舗装の維持管理戦略

の変化を考慮した費用関数の推計ができないことであ

る．もう１つはデータの観測期間が短い場合，維持管

理費用が舗装のオーバーレイ等の実施時期によって大

きく変動し，維持管理費用を正確に把握できない可能

性があることである．

工学的アプローチは，舗装の劣化過程を表すモデルを

推定する必要があるため，要求されるデータの量は計量

経済学的アプローチよりも多くなるものの，舗装技術や

舗装の維持管理戦略の変化を考慮した費用関数の推計

が可能である．具体的には，交通量を考慮した舗装の劣

化過程のモデル化および推定結果を基に維持管理費用

の費用関数の計算を行う．この推計方法は Newbery8)，

Small and Winston11)，Small et al.5)等が最初に用い

たものであり，その後の多くの研究でも同様の手法が

用いられている19),20),21)．

Small et al.5)等が用いた計算手法は，舗装の劣化過

程が確定的であるものとし，舗装の維持管理費用として

オーバーレイに要する費用のみを考慮するものである．

これに対して，Anani and Madanat20)は，オーバーレ

イの費用の他に，維持工法の実施に要する費用を考慮

した計算手法を提案している．また，Anani21)は，舗装

の劣化過程が確率的であることを考慮した計算手法を

提案している．

また，舗装のライフサイクルコストを考慮した研究

として田村・慈道・小林（2002）22)は，予算制約を考

慮した道路舗装の修繕ルールについて研究を行い，三

重県の対象とした実証分析を行っている．具体的には，

MCI値による劣化推定システムを通じて，利用者費用

と修繕費用で構成される期待ライフサイクル費用を最

小にするような状況依存的修繕ルールおよび修繕順位

を決める費用便益ルール等を提案している．

限界維持管理費用については日本における研究事例

は見あたらない．米国州間高速道路の cost allocation

study23)によると，乗用車 1台の舗装の限界維持管理費

用は，地方部で 0セント/マイル，都市部で 0.1セント/

マイルである．一方，40キロポンドの 4軸トラック 1台

の舗装の限界維持管理費用は，地方部で 1.0セント/マ

イル，都市部で 3.1セント/マイルである．また，60キ

ロポンドの 4軸トラックの舗装の限界維持管理費用は，

地方部で 5.6セント/マイル，都市部で 18.1セント/マ

イルである．普通車の限界維持管理費用は大型車と比

較してかなり小さく，限界維持管理費用は軸荷重につ

いて非線形に増加することが確認できる．

c) 車種別均衡配分に関する既存研究

多車種（例えば小型車と大型車に分類）の均衡配分

では，均衡条件だけでは車種別交通量の一意性が保証

されないため一意性を確保する条件を加える必要があ

る．この点については，土木学会 (2006)24)が既に解説

しているように，Rossi et al.（1989）25)によって提案

されたエントロピー最大化条件（式 (1)）を付加すれば，

車種別均衡配分でも経路交通量の一意性が確保される

ことがわかっている．

H(f) =
∑
b∈B

∑
rs∈Ω

qrs
b・

∑
k∈K

b

rs

−
f b
rs,k

qbrs
・ln

f b
rs,k

qbrs
(1)

ここで，K
b

rsは車種 bについてODペア rs間で均衡時

に使われ得る経路の集合（均衡時にCb
rs,k = Cb

rsを満た

している経路の集合．経路交通量ゼロの経路も含む），

f b
rs,kはODペア rs間の経路 kの車種 bの交通量，Ωは

ODペアの集合，B は車種の集合，qbrs は ODペア rs

間の車種 bの交通量である．

モデルの解法としては，Akamatsu(1997)26)は均衡配

分とエントロピー最大化の二段階で解く方法を提案し

ているが，第一段階で入力条件が変化するたびに厳密

解を得る必要があるため，これは現実的な解法とは言

い難い．一方，確率的利用者均衡配分で分散パラメー

ター θ→∞とする解法は，確定的利用者均衡状態でか
つ経路交通量エントロピーを最大化した時の解に漸近

することが知られており，経路交通量が一意である車

種別の解を求めることが可能である．．
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(2) ２リンク（Second Best）の場合の最適料金

1リンクの高速道路と 1リンクの一般道路が共通の

ODを結んでいるネットワークを想定する．高速道路と

一般道路は完全代替である．ネットワークの利用者は，

普通車を利用する利用者と大型車を利用する利用者に

分類される．全ての普通車の車両は同質的であり，同

様に，全ての大型車の車両も同質的である．料金は高

速道路のみに課金される（second best）．

second bestの料金設定に関する一般的な性質を解析

的に分析するのは困難である．ただし，高速道路事業

者の利潤制約が無く，利用者の旅行需要が非弾力的で

ある場合に限っては，効率的料金設定に関する一つの

特性を導くことができる．

a) 利用者均衡の定式化

普通車を s，大型車を l という記号でそれぞれ表す．

普通車の乗用車換算係数は 1とする．また，大型車の

乗用車換算係数は，高速道路と一般道路の双方におい

て等しいと仮定し，その値を el で表す．ここで，乗用

車換算係数とは，大型車 1台が乗用車何台分に相当す

るかを表す換算値である．本研究では，普通車・大型車

ともに，交通量を乗用車換算台数（pcu）の単位で表現

する．また，高速道路・一般道路の旅行時間は，当該リ

ンクの pcu換算の総交通量にのみ依存すると仮定する．

車種 y (y ∈ {s, l})の利用者の時間価値（円/時）は，

区間 [βs, β
s
]の範囲で連続的に分布しているとする．車

種 y の時間価値が βy（円/時）の利用者の総交通需要

dy（pcu）は，この利用者の旅行の一般化費用 cy(βy)

（円）にのみ依存すると仮定し，この関係を需要関数

dy(βy, cy(βy))で表す（正確には，時間価値が βy 以上

βy + dβy 以下の利用者の需要を dydβy と表している）．

ただし，時間価値と一般化費用には，車両 1pcu当たり

の利用者の値を用いる．例えば，「1台」当たりの利用

者の時間価値が 4,000円/時の大型車を考える場合，こ

の利用者の時間価値は βl = 4, 000/elと表される．同様

に，「1台」当たりの利用者の旅行の一般化費用が 50円

の大型車を考える場合，この利用者の旅行の一般化費

用は cy = 50/el と表される．

高速道路をリンク 1，一般道路をリンク 2と呼称す

る．各リンクの旅行時間 Ta (a ∈ {1, 2})（時）は，当該
リンクの総交通量（pcu）に依存する．この関係を次の

式で表す．

Ta = ta(V
s
a + V l

a) (a ∈ {1, 2}) (2)

ここで，ta は正の値を返す微分可能な単調増加関数で

ある．また，V y
a は車種 yのリンク aの交通量（pcu）を

表す．高速道路を通行する車種 yに課される料金（円）

を py で表す．ただし，この料金は車両 1pcu当たりに

課される料金とする．例えば，大型車「1台」に課され

る料金が 80円とすると，pl = 80/el となる．

全ての利用者について Wardrop 均衡の条件が成立

すると仮定する．車種 y の時間価値が βy の利用者の

Wardrop均衡の条件は以下の式 (3a)-式 (3c)により記

述される．

[py + βyT1 − cy(βy)]vy1 (β
y) = 0,

py + βyT1 ≥ cy(βy), vy1 (β
y) ≥ 0 (3a)

[βyT2 − cy(βy)]vy2 (β
y) = 0,

βyT2 ≥ cy(βy), vy2 (β
y) ≥ 0 (3b)

vy1 (β
y) + vy2 (β

y) = dy(βy, cy(βy)) (3c)

(βy ∈ [βy, β
y
], y ∈ {s, l})

ここで，vya(β
y)は車種 yの時間価値が βyリンク aの交

通量（pcu）を表す．式 (3a)-式 (3c)は全ての車種と時

間価値の利用者について成立する．式 (3a)は，高速道

路の一般化費用 py + βyT1 が最小の一般化費用 cy(βy)

よりも大きければ，利用者は高速道路を利用しないこ

と，および，利用者が高速道路を利用するためには，高

速道路の一般化費用が最小の一般化費用に一致しなけ

ればいけないことを意味している．式 (3b)の意味も同

様である．式 (3c)は交通量の保存則を表している．車

種 yのリンク aの交通量 V y
a は，vya(β

y)を全ての βyに

ついて合計することにより求められるので，

V y
a =

∫ β
y

βy

vya(β
y)dβy (y ∈ {s, l}, a ∈ {1, 2}) (4)

が成立する．

式 (2)-式 (4) により利用者均衡が記述されるが，式

(3a)-式 (3c)は無限個の式から構成されるため，解析が

困難である．そこで，以下の 2つの仮定を置く．

• 仮定 1：均衡においては T1 < T2が成立する．すな

わち，高速道路の旅行時間は一般道路よりも短い．

• 仮定 2：均衡においては V s
1 > 0, V l

1 > 0, V s
2 >

0, V l
2 > 0が成立する．すなわち，高速道路と一般

道路の双方に普通車と大型車の利用者が存在する．

車種 yについて，変数 β̃y を以下の式で定義する．

py + β̃yT1 = β̃yT2 (y ∈ {s, l}) (5)

すなわち，車種 y の利用者のうち，一般道路と高速道

路が無差別となる利用者の時間価値を β̃y と定義する．

仮定 1より T1 < T2 が成立するので，車種 yの利用者

のうち β̃yよりも高い時間価値を持つ全ての利用者は高

速道路を利用する．よって，次の式が成立する．

cy(βy) = py + βyT1 (6a)

vy1 (β
y) = dy(βy, cy(βy)) (6b)

vy2 (β
y) = 0 (6c)

(βy ∈ (β̃y, β
y
], y ∈ {s, l})
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逆に，車種 y の利用者のうち β̃y よりも低い時間価値

βyを持つ全ての利用者は一般道路を利用する．よって，

次の式が成立する．

cy(βy) = βyT2 (7a)

vy1 (β
y) = 0 (7b)

vy2 (β
y) = dy(βy, cy(βy)) (7c)

(βy ∈ [βy, β̃y), y ∈ {s, l})

式 (4)，式 (6a)-式 (7c)より，次の式が成立する．

V y
1 =

∫ β
y

β̃y

dy(βy, py + βyT1)dβ
y (8a)

V y
2 =

∫ β̃y

βy

dy(βy, βyT2)dβ
y (8b)

(y ∈ {s, l})

仮定 2より，β̃y は βy < β̃y < β
y
を満たさなければい

けない．式 (2)，式 (5)，式 (8a)，式 (8b)により利用者

均衡が記述される．

b) 便益指標の定式化

車種 yの時間価値βyの利用者の消費者余剰を csy(βy)

と表し，これを次のように定義する．

csy(βy) =

∫ const

cy(βy)

dy(βy, ω)dω

(βy ∈ [βy, β
y
], y ∈ {s, l}) (9)

ここで，constは任意の定数である．車種 yの利用者の

消費者余剰の総和をCSyと表す．CSyは次の式により

求められる．

CSy =

∫ β
y

βy

csy(βy)dβy (y ∈ {s, l}) (10)

高速道路事業者の余剰をΠ1と表し，これを次のよう

に定義する．

Π1 = psV s
1 + plV l

1 −ms
1V

s
1 −ml

1V
l
1 − F1 (11)

右辺第 1項と第 2項は高速道路事業者の料金収入を表

し，それ以外の項は事業者の費用を表す．ここで，my
1

は，高速道路における車種 yの車両の 1pcu当たりの限

界維持管理費用を表す定数である（例えば，大型車「1

台」の限界維持管理費用を 2円とすると，ml
1 = 2/elと

なる）．限界維持管理費用は交通量に依存せず一定と仮

定していることになる．ms
1V

s
1 +ml

1V
l
1 は高速道路の維

持管理費用の可変部分を表している．また，F1は事業

者の固定費用を表す定数であり，維持管理費用の固定

部分や債務の償還費用等から構成される．同様に，一

般道路管理者（政府）の余剰をΠ2と表し，これを次の

ように定義する．

Π2 = −ms
2V

s
2 −ml

2V
l
2 (12)

ここで，my
2は，一般道路における車種 yの車両の 1pcu

当たりの限界維持管理費用を表す定数である．Π2は必

ず非正の値を取る．この負の余剰は，lump sum taxを

通じて国民が全額負担する．なお，本研究では，一般

道路の管理や債務償還にかかる固定費用は無視してい

る．この理由は，本研究の分析枠組みにおいては，国

民が一般道路の固定費用を lump sum taxを通じて全

額負担する限りは，一般道路の固定費用の水準は効率

的な料金設定や利用者均衡の状態に一切影響を及ぼさ

ないためである．

利用者の消費者余剰，高速道路事業者の利潤，一般

道路管理者の余剰の総和として，社会的総余剰NBを

次のように定義する．

NB = CSs + CSl +Π1 +Π2 (13)

維持管理費用の外部性を考慮した Second Bestの料金

設定は，高速道路事業者の利潤制約Π1 = 0と利用者均

衡の条件式を制約条件として，社会的総余剰NBを最

大化する料金設定となる．一方，Second Bestの料金設

定の比較対象となる 2倍ルールの料金設定は，「大型車

1台の料金は普通車 1台の料金の 2倍」という条件を表

す式 elpl = 2ps と，利潤制約 Π1 = 0および利用者均

衡の条件式の全てを満たす料金設定となる（大型車「1

台」の料金は elpl である）．

c) 利潤制約無し・固定需要環境下の効率的料金設定

利用者の旅行需要が非弾力的である場合には，

dy(βy, cy(βy)) = dy(βy) と表せる．よって，式 (3a)-

式 (3c)，式 (9)より，csy(βy)は，

csy(βy) = const− cy(βy)dy(βy)

= const− (py + βyT1)v
y
1 (β

y)− βyT2v
y
2 (β

y)

(βy ∈ [βy, β
y
], y ∈ {s, l}) (14)

と表される．ここで，constは利用者均衡に依存しない

定数項である．この結果と式 (10)を用いると，CSyは，

CSy = const− pyV y
1 − T1B

y
1 − T2B

y
2

(y ∈ {s, l}) (15)

と表される．また，By
a は次のように定義される変数で

ある．

By
a =

∫ β
y

βy

βyvya(β
y)dβy

(y ∈ {s, l}, a ∈ {1, 2}) (16)

式 (2)，式 (11)-式 (13)，式 (15)を用いると，社会的総

余剰NB は，

NB = const− (Bs
1 +Bl

1)t1(V
s
1 + V l

1 )

−(Bs
2 +Bl

2)t2(V
s
2 + V l

2 )

−ms
1V

s
1 −ml

1V
l
1 −ms

2V
s
2 −ml

2V
l
2 (17)

と表される．式 (17) の右辺は，変数 vya(β
y) (βy ∈

[βy, β
y
], y ∈ {s, l}) の関数として表されている．ここ

で，vya(β
y) ≥ 0および vy1 (β

y) + vy2 (β
y) = dy(βy)を制
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約条件として NB を最大化する vya(β
y)の必要条件を

KKT条件から求めると，以下の条件式が得られる．

[βyt1 + (Bs
1 +Bl

1)t
′
1 +my

1 − λy(βy)]vy1 (β
y) = 0,

βyt1 + (Bs
1 +Bl

1)t
′
1 +my

1 ≥ λy(βy),

vy1 (β
y) ≥ 0 (18a)

[βyt2 + (Bs
2 +Bl

2)t
′
2 +my

2 − λy(βy)]vy2 (β
y) = 0,

βyt2 + (Bs
2 +Bl

2)t
′
2 +my

2 ≥ λy(βy),

vy2 (β
y) ≥ 0 (18b)

vy1 (β
y) + vy2 (β

y) = dy(βy, cy(βy)) (18c)

(βy ∈ [βy, β
y
], y ∈ {s, l})

ここで，λy(βy)はラグランジュ乗数である．また，ta, t′a
はそれぞれ，ta(B

s
a + Bl

1), t
′
a(B

s
a + Bl

a)の略記である．

ここで，新しい変数 Λ(βy)を以下のように定義する．

Λ(βy) = λy(βy)− (Bs
2 +Bl

2)t
′
2 −my

2

(βy ∈ [βy, β
y
], y ∈ {s, l}) (19)

この Λ(βy)を用いると，式 (18a)，式 (18b)は以下のよ

うに書き換えられる．

[βyt1 + (Bs
1 +Bl

1)t
′
1 +my

1

−(Bs
2 +Bl

2)t
′
2 −my

2 − Λy(βy)]vy1 (β
y) = 0,

βyt1 + (Bs
1 +Bl

1)t
′
1 +my

1

−(Bs
2 +Bl

2)t
′
2 −my

2 ≥ Λy(βy),

vy1 (β
y) ≥ 0 (20a)

[βyt2 − Λy(βy)]vy2 (β
y) = 0,

βyt2 ≥ Λy(βy), vy2 (β
y) ≥ 0 (20b)

(βy ∈ [βy, β
y
], y ∈ {s, l})

式 (20a)，式 (20b)，式 (18c)と式 (3a)，式 (3b)，式 (3c)

を比較すると，高速道路の料金を以下のように設定す

れば，社会的総余剰を最大化する利用者均衡を分権的

に実現できることがわかる．

py = (Bs
1 +Bl

1)t
′
1 +my

1 − (Bs
2 +Bl

2)t
′
2 −my

2

(y ∈ {s, l}) (21)

ここで，(Bs
a +Bl

a)t
′
aはリンク aにおける車両 1pcu当

たりの混雑の限界費用を表している．また，my
aはリン

ク aにおける車種 yの車両 1pcu当たりの限界維持管理

費用を表している．すなわち，式 (21)は，各車種につ

いて，リンク間の「社会的限界費用と私的限界費用の

差」の差を料金として設定すれば，社会的総余剰を最

大化するネットワークの利用状態を導けることを意味

している．これはVerhoef et al.12)によって示されてい

る結果と同じものである．

式 (21)より，普通車・大型車の限界維持管理費用が

0である場合には，効率的料金は ps = plを満たすこと

がわかる．すなわち，大型車「1台」の料金を普通車 1

台の料金の el 倍にするのが効率的となる．また，普通

車の限界維持管理費用は，一般的に無視できるほど小

さいことを考慮して ms
1 = ms

2 = 0が成立するものと

し，舗装の耐久性は一般的に高速道路の方が一般道路

よりも高いことを考慮して 0 < ml
1 < ml

2が成立するも

のとしよう．このとき，効率的料金は ps > plを満たす

ことがわかる．すなわち，大型車「1台」の料金を普通

車 1台の料金の el 倍未満にするのが効率的となる．効

率的料金設定が，このように大型車を優遇したものと

なる理由は，大型車交通流を舗装の耐久性の高い高速

道路に導くことにより，ネットワーク全体の維持管理

費用を削減できることである．

式 (21)の料金設定は，限定的な状況においてのみ効

率的な料金設定であり，高速道路事業者の利潤制約が

ある場合や，利用者の旅行需要が弾力的である場合の

Second Bestの料金設定とは一般的に異なったものとな

る．ただし，数値シミュレーションを用いた，より一般

的な多くのケースにおいても，式 (21)の料金設定と同

様の理由により，大型車を優遇する料金設定が効率的

となることを筆者らは確認している．

(3) 本研究の位置づけ

本研究では，日本の道路における車種別限界維持管

理費用の試算を行うとともに，大規模ネットワークを

用いた維持管理費用を考慮した高速道路の料金設定モ

デルを構築し，社会的総余剰および高速道路事業者の

事業収支改善，道路の維持管理施策に関する知見を得

ることを目的とする．筆者等の知る限り，日本の道路

における車種別限界維持管理費用を推計した研究事例

および大規模ネットワークを用いて維持管理費用を考

慮した高速道路の料金設定に関する研究事例は他に見

あたらない．

１リンクや２リンクの単純なネットワークであれば

維持管理費用を考慮した高速道路の最適料金を解析的

に導くことはそれほど難しくはない．全リンク（１リン

ク or２リンク）に料金を課せる（First Best）のであれ

ば，限界費用料金設定が最適な解となる．高速道路１リ

ンクと一般道１リンクによる２リンクの場合（Second

Best）においては，限定的な条件下では解析に解を導

くことが可能であり，数値シミュレーションを実施し

たとしても単純なモデルであるため時間はかからない．

しかしながら，高速道路と一般道が複雑に入り組んだ

大規模ネットワーク（Second Best）では，最適料金を

導くモデルを定式化できたとしても，最適料金解はネッ

トワーク構造に依存したものとなり，どのような条件

を設定したとしても解析的に解を導くことは非常に困

難である．そのため，大規模ネットワークにおいて最

適料金解を導くには数値シミュレーションを実施する
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以外に方法はなく，その数値シミュレーションも莫大

な時間を要するが，実際の道路ネットワークをモデル

化しているため具体的な施策提言が可能となる．これ

が本研究の大きな特徴である．

3. 最適維持補修料金モデルの構築

(1) 維持管理費用推計モデル

本研究では，土木施設の劣化過程を表現するために

用いられることが多い多段階ワイブル劣化ハザードモ

デルの推計結果を活用できる一般的な手法を提示する．

a) 基本的な計算手法

以下の６つの仮定の下に維持管理費用推計モデルを

定式化する．

(a) 舗装の維持工法・修繕工法としてオーバーレイの

みを考える（維持工法や打換えは考慮しない）

(b) 舗装の健全度が管理限界に達するとオーバーレイ

が行われる

(c) オーバーレイが行われると，舗装の健全度は最も

健全な水準１に回復する

(d) 交通量（ESALs等）は通時的に一定の値Qとする

(e) 道路は永久に供用され続ける

(f) 舗装の劣化過程は確定的であり，交通量が通時的

に一定である限りは，舗装が最も健全な水準から

管理限界に到達するまでに要する時間は，唯一に

定まる．

この仮定は Small et al.5)等が用いた計算手法と同じも

のであり，この仮定の下では，一定の時間間隔 T（年）

をおいてオーバーレイが繰り返し行われることになる．

舗装の健全度の管理限界を所与とすれば，このT は交通

量Qの関数として表すことができる．この関数を T (Q)

と表す．この関数 T (Q)を統計データから推定すれば，

現在から無限の将来にわたり，オーバーレイに必要と

なる費用の割引現在価値 V（円）を，交通量Qの関数

として表すことが可能になる．

推定された関数 T (Q)を用いて V を計算する手法は

以下の通りである．オーバーレイを 1回実施するのに

要する費用（金額は基準年度の物価に合わせられてい

るとする）を U（円），実質金利を r%とする．現在時

刻はオーバーレイが行われた直後であるとする．この

とき，現在時刻を基準にして，将来に生じるオーバー

レイの費用の割引現在価値 V（円）を求めると，

V = Ue−rT (Q) + Ue−r·2T (Q) + Ue−r·3T (Q) + · · ·

=
e−rT (Q)

1− e−rT (Q)
U =

1

erT (Q) − 1
U (22)

となる．

次に，この費用の割引現在価値 V（円）を，1年当た

りの費用に直す（annualizeする）ことを考えよう．割

引現在価値が V（円）の総費用を，毎年 v（円）得られ

る収入により，無限の時間をかけてちょうど賄うため

には，

V =

∫ ∞

0

ve−rtdt =
v

r
(23)

が成立する必要がある．この式を vについて解くと v =

rV が得られる．この v円が，割引現在価値が V 円の総

費用を，1年当たりの費用に直したものとなる．道路管

理者がオーバーレイの費用を恒常的に賄い続けるため

には，管理者は毎年 v 円の収入を得る必要があること

になる．式 (22)と式 (23)より，1年当たりのオーバー

レイの費用と交通量の関係を表す費用関数は，

rV =
r

erT (Q) − 1
U (24)

と求められる．式 (24)の右辺が費用関数となる．式 (24)

の右辺は，r → 0とするとき，U/T (Q)に収束するこ

とに注意しよう．U/T (Q)は，1年当たりのオーバーレ

イの費用を，単純な算術平均を用いて求めたものであ

る．式 (24)はこのような費用も，特殊なケースとして

表している．

上記の計算を行うためには，関数 T (Q)を推計する必

要がある．この推計には計量経済学的アプローチと同

様の手法を用いることができる．また，Newbery8)は，

舗装の健全度の推移過程を微分方程式で表したモデル

を推定し，このモデルの推定結果から T (Q)を計算し

ている．

以上はSmall et al.5)等が用いた計算手法とほぼ同じ内

容である．この計算手法は，維持管理費用のうち，オー

バーレイに要する費用しか考慮していないため，日常

的な点検に要する費用，維持工法の実施に要する費用

など，他の維持管理費用については，別途，統計データ

等から 1年あたりの費用を求め，式 (24)の右辺と足し

合わせる必要がある．これによって初めて，全ての維

持管理費用を考慮した費用関数を求めることができる．

上記の解説では明示的に述べなかったが，厳密には，

交通量と舗装の健全度は，最外側車線のものと，それ以

外の車線のものに分けて考える必要がある．最外側車

線は一般的に交通量が最も多い車線であるため，舗装

の劣化の進行も他の車線より速くなる．上記の解説に

おける舗装の健全度は，最外側車線の健全度を意味し

ている．また，オーバーレイが行われる時間間隔 T は，

厳密にはQの関数ではなく，最外側車線を利用する交

通量 λQの関数として表されるべきものである．ここ

で，λは交通量全体に占める，最外側車線を利用する交

通量の割合を表す．

上記の解説で，最外側車線以外の車線の健全度を無

視した理由は，オーバーレイが行われる際には，全て

の車線に同時にオーバーレイが行われることが一般的

であることである．よって，オーバーレイの費用のみ

7



を考慮する限りは，劣化が最も激しい最外側車線の健

全度のみを考慮すれば，一般的には十分となる．

b) 劣化過程の不確実性を考慮した計算手法

基本的な計算手法の考え方は，舗装の劣化過程が確

率的である場合にもそのまま適用できる．しかし，舗

装の劣化過程の不確実性を考慮して費用関数を計算し

た研究はほとんど存在しない．そのような研究として

は，Liu27)，Haraldsson28)，Anani21)を挙げることがで

きる．

ただし，Liuと Haraldssonの研究は，非現実的な仮

定を置いており問題がある．Liuの研究では，オーバー

レイが行われる時間間隔 T を確率変数として扱ってい

るが，いったん，この確率変数の実現値が定まると，そ

れ以降は，必ずその実現値の時間間隔を置いてオーバー

レイが行われると仮定している．また，Haraldssonの

研究では，現在時点から 1回目のオーバーレイが行わ

れるまでの時間間隔を確率変数として扱っているが，2

回目以降のオーバーレイについては，確定的に一定の

間隔を置いてオーバーレイが行われると仮定している．

オーバーレイの時間間隔は，オーバーレイが行われる

たびに確率的に変動するという適切な仮定の下に，費用

関数を計算している研究は，筆者らの知る限りAnani21)

のみである．ただし，Ananiの研究は，維持工法・修繕

工法としてオーバーレイしか考慮していない．以下で

は，Ananiの計算手法を解説する．

基本的な計算手法で置いた 5つの仮定はここでも成

立するものとする．オーバーレイが行われる時間間隔

T は非負の値を取る確率変数として表すことができ，こ

の確率変数は，確率密度関数 f(T )に従うものとする．

確率密度関数 f(T )の形状は交通量Qに依存するもの

とし，この関係を明示的に f(T |Q)と表す．

現在時刻は，舗装のオーバーレイが行われた直後で

あるものとする．この現在時刻を基準として，現在時

刻以降に発生するオーバーレイの費用の割引現在価値

の期待値を V で表す．この V は以下のように表すこと

ができる．

V = E

 ∞∑
i=1

U exp

−r

i∑
j=1

Tj

 (25)

ここで，U はオーバーレイを 1回行うのに要する費用

を表す．Tiは，i− 1回目のオーバーレイが行われてか

ら，i回目のオーバーレイが行われるまでの時間を表す

確率変数である（0回目のオーバーレイは，現在時刻の

直前に行われたオーバーレイとする）．Ti (i = 1, 2, · · ·)
は i.i.d.であり，確率密度関数 f(T |Q)に従う．E[·]は
[ ]内の全ての確率変数についての期待値を計算する記

号である．i回目のオーバーレイが行われる時刻は，現

在時刻を基準として
∑i

j=1 Tj となることに注意すれば，

式 (25)は式 (22)と同様の考え方に基づいたものである

ことがわかる．

式 (25)の値を計算するうえでは，数式の再帰的な構

造を用いるのが有用である．V は再帰的に，次のよう

に表すことができる．

V = E[(U + V )e−rT ]

=

∫ ∞

0

(U + V )e−rT f(T |Q)dT

= (U + V )E[e−rT ] (26)

この方程式を V について解くと，

V =
E[e−rT ]

1− E[e−rT ]
U =

1

(E[e−rT ])−1 − 1
U (27)

が得られる．1年当たりのオーバーレイの費用と交通量

の関係を表す費用関数は，式 (27)の右辺に rを掛ける

ことで求めることができる．

Ananiは，以上の手法を用いて限界維持管理費用を

計算し，オーバーレイの行われる時間間隔が長い場合

や，実質金利が高い場合には，劣化過程の不確実性を

考慮しないと，限界維持管理費用を過少に推計する可

能性があることを指摘している．

以上の計算手法を用いてオーバーレイの費用関数を

計算する際には，E[e−rT ]を求める必要がある．一般的

には，この値を計算するためにはシンプソンの公式な

どの数値積分を用いる必要がある．ただし，舗装の劣

化過程が指数劣化ハザードモデルに従う場合（つまり，

T が指数分布に従う場合）は，この値を解析的に求める

ことができる．T が指数分布に従う場合，E[e−rT ]は，

E[e−rT ] =

∫ ∞

0

e−rtf(t|Q)dt

=

∫ ∞

0

e−rtθie
−θitdt =

θi
r + θi

(28)

となり，すなわち

V =
1

( θi
r+θi

)−1 − 1
U (29)

となる．ここで θi は交通量Qの関数である．

(2) 維持管理費用を考慮した交通流配分モデル

維持管理費用を考慮した交通流配分モデルを以下に

示す．交通需要は固定，料金は高速道路 Bのみに課金

する総コスト最小化問題である（Second Best）．

min
{xs

i
,xl

a,y
s
a,x

l
a,p

s
b
,pl

b
}
TC (30)

TC =
∑
a∈A

{
(αxs

a + βxl
a)ta(x) + xs

am
s
a + xl

am
l
a

}
+
∑
b∈B

{
(αysb + βylb)tb(y) + ysbm

s
b + ylbm

l
b

}
+F (31)
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制約条件：

min
{x,y,f ,p}

Z (32)

Z =
∑
a∈A

∫ xa

0

ta(w)・dw +
∑
b∈B

∫ yb

0

tb(w)・dw

−
∑

c∈(s,l)

∑
rs∈Ω

1

θ
・Qrs

・
∑

k∈Krs

{
−frs,k

Qrs
・ln

frs,k
Qrs

}
(33)

∑
k∈Krs

frs
k −Qrs = 0 (34)

xa =
∑

k∈Krs

∑
rs∈Ω

δrsa,kf
rs
k (35)

yb =
∑

k∈Krs

∑
rs∈Ω

δrsb,kf
rs
k (36)

xa = xs
a + xl

a,　 yb = ysb + ylb (37)

frs
k ≥ 0,　 xa, x

s
a, x

l
a ≥ 0,　 yb, y

s
b , y

l
b ≥ 0 (38)

ここで，

a ∈ A：一般道路の集合 Aにおけるリンク a

b ∈ B：高速道路の集合 B におけるリンク b

c ∈ (s, l)：小型車 s，大型車 lの集合における車種 c

xs
a，ysb：リンク a，bの小型車交通量（PCU単位）

xl
a，ylb：リンク a，bの大型車交通量（PCU単位）

psb，plb：リンク bの高速道路料金

ta(x), tb(y)：リンク a，bの所要時間（単調増加関数）

frs
k ：ODペア間 rs間第 k経路の経路交通量

Qrs：ODペア間 rs間の分布交通量

δrsa,k：ODペア間 rs間第 k経路がリンク aを含む

　　とき 1，そうでないとき 0

α：小型車の時間価値

β：大型車の時間価値

ms
a，ms

b：リンク a，bの小型車の限界維持管理費用

ml
a，ml

b：リンク a，bの大型車の限界維持管理費用

F：構想道路事業者の固定費用（維持管理費用の

　　固定費用，債務の償還費用等）

である．

本モデルは最適化問題（式 (30)）の制約条件として

均衡問題（式 (32) − 式 (38)）が内包しているMPEC

（均衡制約付き数理最適化問題：Mathematical Problem

with Equilibrium Constraints）29)の形式となっている．

式 (31)の第１項は一般道路における旅行時間コスト

および維持管理費用（変動費用）であり，第２項は高速

道路における旅行時間コストおよび維持管理費用（変

動費用）を意味する．高速道路利用者が支払う料金は

高速道路事業者の収入となり，社会全体では差し引き

ゼロとなるため式 (31)に psb，plbは表現されないが，均

衡問題では料金はリンクコストに加算されるため，重

要なファクターとなる．

また，最適解を導出するにあたっては，高速道路事業

者の収支 Πが悪化しないよう配慮する必要がある．本

モデルでは，現況料金体系で計算した際の高速道路事

業者収支を基本とし，高速道路事業者の収支が現況料

金体系と同じか，現況料金体系よりも改善する最適料

金を求めることとする（式 (40)）．

Π =
∑
b∈B

(psby
s
b + plby

l
b)

−
∑

a∈A,b∈B

(xs
am

s
a + xl

am
l
a + ysbm

s
b + ylbm

l
b)

−F (39)

式 (31)の第１項は高速道路事業者の料金収入，第２項

は交通量に依存する維持管理費用の変動部分である．

4. 推計方法

(1) 維持管理費用の試算方法

式 (29)を用いて車種別道路種別別の annualizeされ

た維持管理費用（円/m2・年）を算出し，交通量を考慮

して道路種別別車種別限界維持管理費用（円/km・台）

を試算する．具体的には，小林・貝戸・林（2008）30)

によるM県の国道のわだち掘れの劣化予測モデルの推

計結果や熊田31)による高速道路における劣化予測モデ

ルの推計結果で示された多段階指数ハザードモデル等

を活用し，道路種別別に車種別限界維持管理費用を試

算する．試算にあたっては，以下の 5つの仮定を置く．

(a) 舗装の維持工法・修繕工法としてオーバーレイの

みを考える（維持工法や打換えは考慮しない）

(b) 舗装の健全度 iが管理限界 I に達するとオーバー

レイが行われる

(c) オーバーレイが行われると，舗装の健全度 iは最

も健全な水準１に回復する

(d) 交通量（ESALs等）は通時的に一定の値Qとする

(e) 道路は永久に供用され続ける

(2) 交通流配分モデルの推計方法

式 (30)は解析的に解くことができないため，数値シ

ミュレーションを実施することにより最適解を求める．

具体的には，最適料金を探索しつつ交通量配分を行う

直接探索法により最適解を求める．手順としては，ま

ず最初に現況料金体系で数値シミュレーションを実施

し，現況交通量と推計交通量の比較によりネットワー

ク条件の妥当性を確認する．その後，同じネットワー

クを用いて最適料金の探索を行う．

本研究は小型車と大型車の限界維持管理費用の差に

着目していることから，車種別の交通流配分に大きな
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表–1 ルートサーチに用いる車種別代表時間評価値

No.

代表時間
評価値
（円／分） 乗用車 小型貨物車 普通貨物車

1 0.01 0.01 0.01 0.01

2 10 7.26

3 20 14.5

4 30 21.8

5 45 45.5 48.3 32.7

6 65 69.8

7 70 70.7

8 75 54.5

9 140 150.4

10 160 161.6

11 165 119.8

12 9,000 9,000 9,000 9,000

意味があるため，式 (32)を解くにあたっては車種別の

交通流配分が可能な確率的利用者均衡配分を用いる．確

率的利用者均衡配分は利用者が認識する最短ルートを

より選好する傾向にあるため，より現実に近い配分手

法だと言える．また，確率的利用者均衡配分の具体的な

配分方法として主に部分線形化法，逐次平均法，ＳＤ法

（Simplicial Decomposition法）の３手法があるが，本

研究では経路交通量を明示的に扱うＳＤ法を採用する．

なお，高速道路の対距離料金制（ランプ間料金）を

反映するためには仮想リンク法が必要となるが，本研

究では予め経路集合を設定し，その経路集合間で確率

的利用者均衡配分を実施する．経路集合は車種別代表

時間評価値（表–1）を用いて複数ルートサーチするこ

とにより作成する．このことにより，時間価値が異な

る多様な道路利用者の経路を設定するため，より現実

に近い経路を設定可能である．

リンクコスト関数はBPR関数とし，パラメーターは

土木学会（2003）32)が推定した α=0.48，β=2.82を用

いる．大型車の乗用車換算係数 PCU=1.7とする．

ta(x) = ta0

[
1 + α

(
x

Ca

)γ

+
P

rc

]
(40)

ここで，ta0はリンク aのゼロフロー時の旅行時間を表

す定数（自由旅行時間）であり，Caはリンク aの交通

容量（PCU／日）を表す定数である．P は料金であり，

rc は車種別の時間価値である．

OD表はH11ODに走行台キロ伸び率を乗じて作成し

た H24OD（単位：PCU/日）を用いた．車種は乗用車

類（小型車），小型貨物車（小型車），普通貨物車（大

型車）の３車種で，時間価値原単位は国土交通省の「費

用便益分析マニュアル」33)に従い乗用車類：r1=45.78，

小型貨物車：r2=47.91，普通貨物車：r3=64.18とする．

5. おわりに

本研究では，維持修繕費用を考慮した効率的な交通

流配分および料金設定の枠組みについて定式化し，大

規模ネットワークにおける適用条件を整理した．大規

模ネットワークにおける数値計算結果および考察，施

策検討等の本研究の結論については講演時に発表する．
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